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第3次提言の全文はホームページでご覧いただけます。

　大震災から７カ月。復興にむけ懸命の努力がつづくなか、被
災地の再建は遅 と々して進んでいません。
　日本共産党は「大震災・原発災害にあたっての提言（第３次）」
を発表。志位委員長は１０月７日、野田首相との会談で「提言」
を手渡し、すべての被災者を支援し、地域社会全体が元気に
なる復興にすることをもとめました（写真左）。

　電力業界による原発推進のための積立金を、原発災害対策
の財源としてつかうべきという主張にマスコミ各社が注目。「除
染・賠償に原発予算　首相が転用検討を表明」（「毎日」10月8
日付）など、各紙がいっせいに報じました。

　野田政権がＴＰＰ（環太平洋連携協定）参加への動きをつよめるなか、各界
代表らが10月1日、ＴＰＰ反対のアピールを発表しました。アピールは、「被災地
の多くは、農林漁業の復興なくして地域経済やくらしの復興はなく、ＴＰＰ参
加はその障害になる」と批判しています。

「ＴＰＰはいらない」と訴えながら銀座をパレードする人たち＝８月２７日、東京・銀座

財源提案にメディアも注目
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秋庭稔男（日本アジア・アフリカ・ラテンアメリカ連帯委員会代表理事）、井上礼子（市民運動家）、梅野博之（全国森林組合連合会専務）、梶井功（東
京農工大学名誉教授）、菊池紘（自由法曹団団長）、国分博文（全農協労連委員長）、国分稔（全国商工団体連合会会長）、白石淳一（農民連会長）、
鈴木宣弘（東京大学大学院教授）、住江憲勇（全国保険医団体連合会会長）、大黒作治（全労連議長）、高田公子（新日本婦人の会会長）、富山和子（立
正大学名誉教授）、富山洋子（日本消費者連盟代表運営委員）、冨士重夫（ＪＡ全中専務理事）、藤末衛（全日本民主医療機関連合会会長）、本間慎（東
京農工大名誉教授）、山根香織（主婦連合会会長）、吉田博身（全国漁業協同組合連合会代表理事専務）
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